
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営規程 

 

通所介護 

 及び 

介護予防通所型サービス 

 

 

社会福祉法人健恒会 

 なつみ平デイサービス 



       運営規程 

 

 

第 1章 事業の目的及び運営の方針等 

 

（事業の目的） 

第 1 条 社会福祉法人健恒会(以下、「事業者」という。) が開設するなつみ平デイサ

ービス（以下、「事業所」、という。）が行なう通所介護事業及び船橋市第 1号

通所事業のうち介護予防通所型サービス（以下、「サービス」という。）の適

正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所

の職員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下、「利用者」という。）

に対し、適正なサービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第  2 条  事業所はサービス提供にあたって、利用者の心身の特性を踏まえて、入浴、 

排泄、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与、その他の日

常生活上の介助及び機能訓練、健康管理及び療養上の介助を行う。そのこと

により、利用者の心身の特性を踏まえて、生活機能の維持又は向上を目指す

とともに、そのご家族及び代理人等（以下、「ご家族様等」という。）の身体

的及び精神的負担の軽減を図る。 

2 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ってサービスを提 

供するよう努める。 

3 明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行

ない、監督官庁、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設

及び保健医療サービス、福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。 

 

（事業所の名称等） 

第  3 条  事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

施設名称  なつみ平デイサービス 

所在地   千葉県船橋市金杉町 139-2 

 

第 2章 職員の職種、員数及び職務の内容 

 

（職員の職種・員数・職務内容） 

第  4 条 事業所に勤務する職員の種類・員数及び職務内容は次のとおりとする。   

管理者      1人 

事業所の従業者の管理及び業務並びにサービスの利用申込み 

に係る調整・業務の実施状況把握その他の管理を一元的に行う。 

従業者 

生活相談員   1人以上（営業日ごと）  

利用者及びご家族様等からの相談に応じ職員に対する技術指導・ 

事業計画の作成・関係機関との調整等を行う。 

介護職員     １人以上（営業日・単位ごと） 

利用者の入浴・食事・排泄・移動等の介助及び援助及び見守り・ 

レクリエーション等の余暇活動を行う。 



看護職員    1人以上 

利用者の日々の健康管理・保健衛生上の指導や看護を行う。 

機能訓練指導員 1人以上 

身体機能の維持・向上及び減衰を防止するための指導や訓練を行う。 

 

           第 3章 利用定員、営業日及び営業時間 

（利用定員） 

第  5 条 事業所の利用者の定員は、通所介護事業及び介護予防通所型サービスを 

合わせて１９名（①単位１５名・②単位４名）/１日とする。 

 

（営業日及び営業時間） 

第 6 条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。但し、災害・悪天候

等止むを得ない事情が生じた場合は、利用者又はご家族様等に連絡の上変

更することがある 

営業日     

月曜日から金曜日までとする。 

但し、土・日曜及び年末年始（1月 1日から 1月 3日）は除く。 

営業時間   

午前 8時 30分から午後 5時 30分までとする。 

サービス提供時間（前号の時間から送迎に要する時間を除く時間） 

午前 9時 45分から午後 4時 00分までとする。（①単位） 

午前 9時 45分から午後 1時 00分までとする。（②単位） 

  

 第 4章 利用者の処遇の内容（サービスの内容）及び利用料その他の費用の額 

 

（サービスの提供方法及び内容） 

第  7 条 事業所が行うサービスの内容は通所介護計画及び介護予防型サービス計画

（以下、「通所介護計画等」という。）に基づいて、次に掲げるサービスか

ら利用者が選択したサービスを提供する。 

①身体の介護に関すること 

日常生活動作の程度により、必要な支援及びサービスを提供する。 

・排泄の介助 

・移動、移乗の介助 

・その他必要な身体の介護等 

②入浴に関すること 

家庭において入浴することが困難な利用者に対して、必要な入浴サー 

ビスを提供する。但し、利用当日に利用者から体調不調の申し出や担 

当職員の判断で中止することがある。 

・衣類着脱の介助 

・身体の清拭、整髪、洗身 

・その他必要な入浴の介助等 

③食事に関すること 

給食を希望する利用者に対して、必要な食事サービスを提供する。 

・食事の準備、配膳下膳の介助 

・食事摂取の介助 



・その他必要な食事介助等 

④機能訓練に関すること 

体力や機能の低下を防ぐために必要な訓練、及び日常生活に必要な  

基本的動作を獲得するための訓練を行う。 

⑤アクティビティサービスに関すること 

利用者が、生きがいのある快適で豊かな日常生活を送ることができ 

るような、アクティビティサービスを実施する。これらの活動を通じ 

て、仲間づくり、老いや障害の受容、心身機能の維持・向上、自信の 

回復や情緒安定を図る。 

・体操 

・音楽活動 

・レクリエーション 

・作業的活動 

・その他行事的活動等 

⑥送迎に関すること 

送迎を希望する利用者に対し、送迎車により事業所と利用者ご自宅  

の間を行う。 

・移動、移乗動作の介助 

・送迎等 

⑦相談・助言に関すること 

利用者及びご家族様等の、日常生活における介護等に関する相談及 

び助言を行う。 

・疾病や障害に関する理解を深めるための相談、助言 

・日常生活動作や具体的な介護方法に関する相談・助言 

・自助具や福祉機器、住宅環境の整備に関する相談・助言 

・その他在宅生活全般にわたる必要な相談･助言等 

⑧口腔機能に関すること 

口腔機能の向上を目的として、希望する利用者に対し、個別的に 

口腔清掃及び摂食・嚥下機能訓練等を指導・実施する。 

 

（指定居宅介護支援事業者等との連携等） 

第 8 条 事業所はサービスの提供にあたっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業 

者等が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況・その 

おかれている環境・ご家族様等介護者の状況・他の保健・医療・福祉サービ 

スの利用状況等（以下、｢利用者の心身の状況等｣という。）の把握に努める。 

2 事業所は利用者の生活状況の変化・サービスの利用方法・サービスの内容の 

変更又は希望等があった場合、当該利用者担当の指定居宅介護支援事業者等 

に連絡するとともに、綿密な連携に努める。 

3 事業所は正当な理由なく、サービスの提供を拒まない。但し、通常のサービ 

ス実施地域等を勘案し、サービスを希望する利用者に対して、サービスの提 

供が困難と認めた場合、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等と連携 

し、必要な措置を講ずる。 

 

（通所介護計画等の作成等） 

第 9 条 事業所はサービスの提供を開始する際には、利用者の心身の状況等を十分把 



握し、通所介護計画等を作成する。又、すでに居宅サービス計画が作成され 

ている場合は、その内容に沿った通所介護計画等を作成する。 

2 事業所は通所介護計画等の作成・変更等の際には、利用者又はご家族様等に 

対し、当該計画等の内容を説明し、同意を得る。 

3 事業所は利用者に対し、通所介護計画等に基づいて各種サービスを提供する 

と共に、継続的なサービスの管理・評価等を行う。 

 

（利用料、その他の費用の額） 

第 1 0 条  サービスを提供した場合の利用料の額は、船橋市が定める基準によるものと

し、当該サービスが法定代理受領サービスであるときは、当該基準に定める 

介護報酬告示上の額（但し、負担割合証に記載された負担割合を乗じた額）と、

食費を利用者から受領するものとする。 

2 事業所は、法定代理受領に該当しないサービスを提供した場合に利用者か 

ら支払いを受ける利用料の額と、船橋市が定める基準により算定した費用の額

との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

3 事業所は、前2項に掲げるものの他、次に掲げる費用を徴収する。 

①食事の提供に要する費用 

②送迎に要する費用 

③おむつ・パッド代 

④理美容代  

⑤マスク代 

⑥上記を含め、利用者又はご家族様等のご希望によるものは、ご利用された 

方のみ実費又は所定の金額（別表１「介護保険給付対象外サービスの利 

用料金について」のとおり） 

4  事業所は、サービスの提供に当たって、利用者又はその家族様等に対して、 

サービスの内容及び費用について説明し、利用者及びご家族様等の同意を得 

なければならない。 

 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第 1 1 条 事業所は、利用者から前条の費用の支払いを受けたときは、サービスの内

容・金額等を記載した領収書（法定代理受領サービスに該当しないサービス

の費用の支払いを受けた場合は、サービスの内容・金額・その他必要事項等

を記載したサービス提供証明書）を利用者に交付するものとする。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第 1 2 条  通常の送迎の実施地域は、船橋市全域とする。 

 

第 5章 事業所の利用に当たっての留意事項 

 

（日課の励行） 

第 1 3 条  利用者は事業所の管理者や主治医、生活相談員、看護職員、介護職員、機 

能訓練指導員等の指導による日課を励行し、共同生活の秩序を保ち、相互の

親睦に努める。 

 

 



（衛生保持） 

第 1 4 条 利用者は事業所の清潔、整頓、その他環境衛生の保持の為に事業所に協力 

する。 

 

（禁止行為） 

第 1 5 条  利用者は事業所で次の行為をしてはならない。 

 一 宗教や信条の相違等で他人を攻撃し、又は自己の利益の為に他人の自

由を侵害すること 

      二 けんか、口論、泥酔などで他の利用者他に迷惑を及ぼすこと 

      三 事業所の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること 

      四 指定した場所以外で火気を用いること 

  五 故意に事業所もしくは物品に損害を与え、又はこれを持ち出すこと 

   六 事業所内において、金銭、物品、飲食物の貸借をしないこと 

   七 その他、上記に関連した事項 

 

 

第 6章 非常災害対策 

 

（非常災害対策） 

第 1 6 条  非常災害その他緊急の事態に関する必要な設備を設けるとともに、具体的 

計画を立て非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それら 

を定期的に職員、利用者及びご家族様等に周知する。 

2  当事業所消防計画に則り、避難、救出等の訓練を消防署の立会いのもと年 2

回実施し、防災教育は都度行なう。 

 また、訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に 

 努める。 

3 非常災害時発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画、 

BCP（事業継続計画）を策定し、計画に従い必要な措置を講じる。 

定期的に計画の見直しを行い、また従業員に対し、BCPについて周知する 

とともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施していく。 

 

 

   第 7章 その他事業所の運営に関する重要事項 

 

（勤務体制の確保等） 

第 1 7 条  利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、職員の体制を定める。 

2  事業所の職員及びこれに準ずる者によりサービスを提供する。但し、利用者

の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りではない。 

3 職員の資質向上の為の研修の機会を次のとおりとする。 

      一 採用時研修  採用後 1か月以内 

      二 継続研修   年 2回程度 

 

 

 



（身体拘束の禁止） 

第 1 8 条  サービスの提供に当っては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護す 

るために緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制 

限する行為（以下、「身体拘束等」という。）を行ってはならない。 

2 やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の 

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録する 

こととする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第 1 9 条  事業所は、虐待の発生及びその再発防止を防止するため、次の措置を 

講じる。 

一 虐待の防止のための対策を検討する委員会（法人の身体拘束廃止 

委員会）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業員に 

周知徹底を図ること。 

      二 虐待の防止のための指針を整備すること。 

      三 従業員に対し、虐待の防止のための研修会を定期的に実施すること。 

      四 措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

（衛生管理） 

第 2 0 条  設備等の衛生管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じると共に、医薬品・ 

医療用具の管理を適正に行う。 

2 事業所は感染症・食中毒の発生、まん延を防ぐ為に次の措置を講じる。 

 一 感染症・食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する 

委員会（法人の感染症対策委員会）を定期的に開催するとともに、 

その結果について、従業員に周知徹底を図ること。 

 二 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

 三 従業員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び 

   訓練を定期的に実施すること。 

 

（掲示） 

第 2 1 条   事業所内の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、 

利用料その他のサービスの選択に資する重要事項を掲示する。 

 

（秘密の保持等） 

第 2 2 条    事業所の管理者及び職員は、業務上知り得た利用者及びご家族様等の秘 

密を保持する。 

2 事業所の管理者及び職員であった者に、業務上知り得た利用者及びご家族

様等の秘密を保持させるため、事業所の管理者及び職員でなくなった後に

おいてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容とす

る。 

3 居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する際には、

あらかじめ文書により利用者及びご家族様等の同意を得る。 

 

 

 



（居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第 2 3 条   居宅介護支援事業者又はその従業者に対して、要介護被保険者に事業所等

を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与しない。 

2 居宅介護支援事業者又はその従業者に対して、要介護被保険者に事業所等を

紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならな

い。 

（苦情処理） 

第 2 4 条  利用者又はご家族様等からの苦情に迅速にかつ適切に対応するため、苦情受

付窓口の設置や第三者委員を選出する等必要な措置を講じる。 

2 提供するサービスに関して、監督官庁からの文書の提出・提示を求め、又は

監督官庁からの質問・照会に応じ、利用者又はご家族様等からの苦情に関す

る調査に協力する。監督官庁から指導又は助言を得た場合は、それに従い、

必要な改善を行う。 

3 サービスに関する利用者又はご家族様等からの苦情に関して、千葉県国民健

康保険団体連合会の調査に協力すると共に、千葉県国民健康保険団体連合会

からの指導又は助言を得た場合は、それに従い、必要な改善を行う。 

 

（地域との連携等） 

第 2 5 条  運営に当たって、次の各号に掲げる事項に努めなければならない。 

一 地域住民又は住民の活動との連携、協力を行う等、地域との交流 

二 提供したサービスに関する利用者からの苦情に対して、市町村等が派 

遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業 

に対する協力 

 

（緊急時又は事故発生時等の対応） 

第 26 条 サービスの提供中に、利用者の病状に急変・その他緊急事態の発生・利用者

に係る事故の発生等の時は、事業所は速やかに主治医･救急隊等に連絡し適

切な措置を講ずるとともに、関係市町村・当該利用者のご家族様等・当該利

用者に係る居宅介護支援事業者等に報告を行うものとする。 

2 事業所は事故の状況や事故に際して取った処置について所定の事故報告書に

記録するとともに、事故発生の原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じる

ものとする。 

3 サービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに 

行う。但し、事業所の責に帰すべからざる事由による場合は、この限りでは 

ない。 

 

（会計の区分）  

第 2 7 条  サービスの事業の会計を、その他の事業の会計と区分する。 

 

（記録の整理と保管） 

第 2 8 条  職員、設備及び会計に関する諸記録を整備する。 

2 利用者に対するサービス提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から 5年間保持する。 

一 利用者の処遇に関する計画 

二 行なった処遇の具体的な内容の等の記録 



三 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊 

急やむを得ない理由の記録 

四 苦情の内容等の記録 

五 事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

      六 その他、上記に関連した事項 

 

（規程に定めのない事項） 

第 2 9 条  この規程に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令の定める

ところを尊重し、利用者及びご家族様等と事業所との間で協議の上、誠意を

持って解決する。 

 

（裁判管轄） 

第 3 0 条  このサービスに係る事項に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び

ご家族様等と施設は、千葉地方裁判所を管轄裁判所とすることに合意する。 

 

（改廃） 

第 3 1 条  この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、事業者と事業所の 

管理者との協議に基づき定める。 

 

（附 則） 

附則 この規程は、平成27年 2月 1日から施行する。 

附則 この規程は、平成27年 8月 1日から施行する。 

附則 この規程は、平成30年 3月 1日から施行する。 

附則 この規程は、平成30年 4月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和元年 6月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和２年 9月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和３年 4月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和７年 9月 1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


